
２．営利目的 
 

受験料を徴収して行う模擬試験等の業者の場合のように、当該試験の実施自体が営利

目的の事業である場合には、通常の使用料の額に相当する額の補償金を著作権者に支

払う必要があります（法第３６条第２項）。 
 


